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○ 兵庫県では、これまで、県民運動として「こころ豊かな人づくり」に取り組み、県民

が一体となって子どもたちを育む取組を進めてきた。特に、阪神・淡路大震災からの創

造的復興1の過程では、ボランティアや助け合いなど共生の心を育むとともに、子どもた

ちが「生きる力」を身に付け、たくましく生きていけるよう、全国に先駆けて兵庫型「体

験教育」を展開するなど、学校・家庭・地域が連携・協力して兵庫の教育を推進してき

た。

○ このような中、平成18年 12月、約 60年ぶりに、教育の目的及び理念並びに教育の実

施に関する基本を定めるとともに、国及び地方公共団体の責務を明らかにする教育基本

法が全面改正された。これを受け、平成 21年６月、同法第 17条第２項に基づく本県の

教育の振興のための施策に関する基本的な計画として、「ひょうご教育創造プラン（兵庫

県教育基本計画）」（以下、「第１期プラン」という。）を策定し、総合的な教育施策を展

開してきた。

○ 他方、人口減少や少子・高齢化、グローバル化など、教育を取り巻く環境は大きく変

化しており、子どもたちがたくましく社会を生き抜くためには、自立して未来に挑戦す

る態度を育成することが一層重要となっている。

○ 国においては、平成25年６月に、第２期教育振興基本計画を策定し、教育基本法の理

念を踏まえた「教育立国」の実現に向け、「社会を生き抜く力の養成」、「未来への飛躍を

実現する人材の養成」、「学びのセーフティネットの構築」、「絆づくりと活力あるコミュ

ニティの形成」から成る生涯の各段階を貫く教育の４つの基本的方向性を掲げ、成果目

標とそれを実現するための具体的方策を示した。

○ 国の第２期教育振興基本計画を参酌するとともに、「21世紀兵庫長期ビジョン2」で示

された兵庫の将来像や、第１期プランの成果と課題を踏まえながら、教育基本法の理念

の実現を図り、兵庫の教育を一層充実させるため、第１期プランを改定し、本県の教育

がめざすべき方向性と今後講ずるべき施策等を示す第２期「ひょうご教育創造プラン（兵

庫県教育基本計画）」を策定する。

1
創造的復興： 阪神・淡路大震災の復興に際して、単に震災前の状態を回復するだけでなく、新たな視点から21世紀の成熟社会にふさわしい

都市を再生すること。
2

21世紀兵庫長期ビジョン： 21世紀初頭の兵庫のめざすべき社会像とその実現方向を明らかにしたもので、広域的な圏域ごとの「地域ビジョン」

と全県的な視点から見た「全県ビジョン」からなる。

１ 策定の趣旨

2

○ 本計画の性格は次のとおりである。

・教育基本法第 17条第２項の規定に基づく、本県の教育施策に関する基本的な計画

・家庭教育、幼児期から大学等までの学校教育、社会教育・生涯学習、スポーツの振興

など、本県の教育全体に関する計画であり、教育に関する各分野の個別計画の基本と

なる計画

・市町の教育に関する計画の策定や施策の実施において、尊重されるべき基本指針

○ 計画期間は、平成 26年度から平成 30年度までの５年間とする。

○ 毎年度、実施計画を定め具体的施策に取り組むとともに、その検証を行いつつ、次年

度実施計画に反映していく。

○ 具体的施策の推進にあたっては、県・市町（学校、社会教育施設等）、家庭、地域が一

体となって、教育関係の公益法人、ＮＰＯ（非営利団体）等の関係団体等とも連携を図

りつつ、社会全体で教育の向上に取り組む。

【教育基本法】

（教育振興基本計画）

第17条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関

する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を

定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教

育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

２ 計画の性格

３ 計画の期間及び運用
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(1)人口減少社会の到来

兵庫県の人口は 2009年（平成 21年）頃の 560万人をピークに減少に転じており、2040

年（平成 52年）には現在より 90万人少ない約470万人となる見込みである。また、人

口に占める高齢者の比率も過去の予想を上回り、2045年（平成 57年）頃には 65歳以上

人口が約４割となる見込みである。

広い県土において、人口の偏在化も進んでいる。長期的には県内全域で人口が減少す

るが、神戸、阪神地域では 2015年（平成 27年）頃まで人口増加が続く一方、淡路、但

馬、西播磨等の地域は人口減少が著しく、2040 年（平成 52 年）頃には現在の６割を切

る水準にまで減少する市町もある見込みである。

本県の合計特殊出生率は、2005年（平成 17年）の 1.25を底に、2010年（平成 22年）

には 1.36となり、近年わずかながら上昇しているものの、長期的には出生率の低い状態

１ 社会情勢の変化

兵庫県の総人口の推移予測 （2010年までは国勢調査実績値）
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【総人口の推移予測（兵庫県）】

（出典：国勢調査（2010年までは実績値）を基に兵庫県ビジョン課作成）

【市区町単位の人口推移予測（2005年（平成17年）から2040年（平成52年）の増減率）】
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が続く見込みである。このため、子どもの数は県内全域で減少していくが、その減り方

には地域差が大きい。また、現在の性別・年齢別の就業率を前提に今後の県内就業者数

を推計すると、2040年（平成 52年）頃には現在より 73万人少ない 182万人となる見込

みである。

少子化や社会環境の変化の中で、子どもたちが学校外で群れて遊ぶ機会や幅広い年齢

の人々と触れ合う機会が減少している。このため、人間関係、社会の中での習慣や規範

など、従来なら自然に備わっていた社会性等を身に付けることが難しくなっている。

このような状況の中で、地域の活力を維持・向上させるため、ふるさと兵庫の発展を

支える「ふるさと意識」を醸成するとともに、地域の課題解決の担い手として、活力あ

る元気な兵庫づくりに積極的に挑戦する人づくりが課題となっている。

また、すべての県民が生涯にわたって様々な分野で学習し、その成果を地域での実践

にいかすことや、子どもたちに豊かな経験や知恵・技能を伝え、地域の将来の担い手を

育成する教育活動など、地域の教育力を高めていくことが課題となっている。

(2) 価値観の変化

内閣府調査によると、都市化・過疎化、価値観やライフスタイルの多様化が進む中で、

人々は物質的な豊かさより心の豊かさを求めており、レジャーや余暇などの自由に使え

る時間を確保し、毎日の生活を充実させて楽しみたいという意識が高まっている。一方

で、日常生活での悩みや不安感は増加傾向にあり、老後の生活や今後の収入等の見通し

に不安を抱えている。

また、県民意識調査によると、生活の向上感が「低下している」と答えた人の割合は、

約４割と過去最高となった平成 20年度調査以降、改善傾向が続いているが、「生活が向

上している」は依然として１割を下回っている。また、生活の満足度については、「満足」

「まあ満足」が過去最低であった平成 20年度調査の約４割から上昇し、平成 23年度調

査からは半数を超えた。

（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））

【合計特殊出生率の推移】

（出典：人口動態調査（厚生労働省））
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の人々と触れ合う機会が減少している。このため、人間関係、社会の中での習慣や規範

など、従来なら自然に備わっていた社会性等を身に付けることが難しくなっている。

このような状況の中で、地域の活力を維持・向上させるため、ふるさと兵庫の発展を

支える「ふるさと意識」を醸成するとともに、地域の課題解決の担い手として、活力あ

る元気な兵庫づくりに積極的に挑戦する人づくりが課題となっている。

また、すべての県民が生涯にわたって様々な分野で学習し、その成果を地域での実践

にいかすことや、子どもたちに豊かな経験や知恵・技能を伝え、地域の将来の担い手を

育成する教育活動など、地域の教育力を高めていくことが課題となっている。

(2) 価値観の変化

内閣府調査によると、都市化・過疎化、価値観やライフスタイルの多様化が進む中で、

人々は物質的な豊かさより心の豊かさを求めており、レジャーや余暇などの自由に使え

る時間を確保し、毎日の生活を充実させて楽しみたいという意識が高まっている。一方

で、日常生活での悩みや不安感は増加傾向にあり、老後の生活や今後の収入等の見通し

に不安を抱えている。

また、県民意識調査によると、生活の向上感が「低下している」と答えた人の割合は、

約４割と過去最高となった平成 20年度調査以降、改善傾向が続いているが、「生活が向

上している」は依然として１割を下回っている。また、生活の満足度については、「満足」

「まあ満足」が過去最低であった平成 20年度調査の約４割から上昇し、平成 23年度調

査からは半数を超えた。

（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））
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こうしたことから、人々が心の豊かさを重視している一方で、生活の向上感や満足感

は改善しているものの、十分には実感できない人がいまだ多い状況が見受けられる。

社会の成熟化に伴い、個人の価値観が、集団よりも個を重視する傾向は現在も見受け

られ、培われてきた文化の消滅や、人々の規範意識の低下にもつながっている。また、

子どもが家庭の中で高齢者とともに生活することが減少し、世代を経て蓄積されてきた

子育ての知識・経験や、高齢者から子どもへの世代を超えた人生の知恵の継承に支障が

生じている。このような状況は、家庭の教育力の低下にもつながっており、食習慣をは

じめとした基本的生活習慣の乱れ、規範意識や学ぶ意欲、体力・運動能力の低下など、

子どもたちの育ちにも影響を及ぼしかねない。

このような状況の中で、社会を構成する個人が、「社会を維持し、よりよいものにして

いく責任は自分たち一人一人にある」という公共の精神を自覚し、子どもたちの規範意

識や自尊感情、他者への思いやり、家族を大切に思う心、人間関係を築く力、社会性な

どの道徳性を育成していくことが課題となっている。また、核家族化等による家庭の教

育力の低下に対応するため、子どもたちの生活・学習習慣の確立に向けた家庭の役割の

明確化と、子育て施策と一体となった家庭教育への支援が課題となっている。

(3) 経済・雇用状況の変化

サービス産業の拡大、国籍を問わない採用、成果・能力重視の賃金制度の導入など、

終身雇用・年功序列のようなかつての一律横並びの雇用慣行が変容するとともに、パー

トタイム、アルバイトなど非正規雇用者の割合が年々増加するなど、雇用の多様化が進

行している。

総務省の就業構造基本調査によると、本県の有業率は平成 24 年度には 54.5％と、平

成 19年度と比較して 2.2ポイント低下している。また、平成 24年度の非正規職員・従

業員の割合は 39％となっており、若年者（15～34歳）では 34.9％となっている。また、

定職に就かないフリーターや若年無業者（いわゆるニート）の存在など、若者の就学か

ら就業への移行が円滑に行われない状況も見られる。

厚生労働省調査によると、就職後３年以内に離職した者（平成 22年３月卒業者）の割

合は、中学校卒業者が 62.1％、高等学校卒業者が 39.2％、大学卒業者が 31.0％となっ

ており、就職しても自らのイメージと異なる等の理由により、簡単に離職してしまう者

も少なくない。

他方、自ら起業する人やＮＰＯ(非営利団体)で活動する人が増加するなど、しごとの

スタイルが多様化している。

このように経済・雇用状況等が変化する中にあって、子どもたちが夢や目標を持ち、

自分の生き方を多様な可能性の中から主体的に選択し、その実現に向けて努力していく

意欲・態度等を育成するなど、子どもたちのキャリア形成への支援が課題となっている。
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(4) グローバル化の進展

中国をはじめとするアジアの国々が急激な成長を見せ、世界経済はアメリカ一極から

ＥＵ、アジアなどを加えた多極化が進んでいる。また、自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済

連携協定（ＥＰＡ）の締結などにより、市場におけるプレーヤーの役割や利害関係の複

雑化が進んでおり、日本の国際的な存在感の低下が懸念される。

一方、日本企業においても、近年のアジア現地企業の技術水準の向上により現地調達

が進み、中国やインドなどアジア地域のマーケットとしての魅力の向上に伴い、生産・

開発・販売拠点の海外展開等が年々進んでいる。

このようなグローバル化の加速度的な進展により、様々な分野で外国語によるコミュ

ニケーション能力が求められているにもかかわらず、若い世代の語学力はアジア主要国

と比較して低水準にとどまっている。

また、グローバル化に伴い、異文化に対する理解や異文化との共存等の必要性も増し

ている。本県には約 10万人の外国人県民が在住し、県内の大学・短期大学、専修学校等

に在籍する留学生数は 10年前の２倍以上になるなど、着実に伸びている。

他方、海外に留学した日本人は平成 16年の約８万３千人をピークに減少傾向にあり、

学生や研究者等若者の海外への関心が低下する、いわゆる「内向き志向」も指摘されて

いる。

このような状況の中、子どもたちにチャレンジ精神や創造性、コミュニケーション能

力等、グローバル社会を生き抜くための力を身に付けさせ、さらに国際社会に活躍の場

を広げていくことが課題となっている。また、国際社会に生きる日本人としての自覚を

もたせるとともに、民族や国籍を異にする人々と互いに自他の文化や習慣、価値観を認

め合い、共に生きる心を育成することが課題となっている。

(5) 高度情報化の進展

携帯電話・スマートフォンの普及により、インターネットは人々の生活の隅々に浸透

した。ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）、プロフィールサイト、ブロ

グなどの新しいコミュニケーション手段が出現し、インターネットの情報発信力は飛躍

的に高まっている。
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こうしたことから、人々が心の豊かさを重視している一方で、生活の向上感や満足感

は改善しているものの、十分には実感できない人がいまだ多い状況が見受けられる。

社会の成熟化に伴い、個人の価値観が、集団よりも個を重視する傾向は現在も見受け

られ、培われてきた文化の消滅や、人々の規範意識の低下にもつながっている。また、

子どもが家庭の中で高齢者とともに生活することが減少し、世代を経て蓄積されてきた

子育ての知識・経験や、高齢者から子どもへの世代を超えた人生の知恵の継承に支障が

生じている。このような状況は、家庭の教育力の低下にもつながっており、食習慣をは

じめとした基本的生活習慣の乱れ、規範意識や学ぶ意欲、体力・運動能力の低下など、

子どもたちの育ちにも影響を及ぼしかねない。

このような状況の中で、社会を構成する個人が、「社会を維持し、よりよいものにして

いく責任は自分たち一人一人にある」という公共の精神を自覚し、子どもたちの規範意

識や自尊感情、他者への思いやり、家族を大切に思う心、人間関係を築く力、社会性な

どの道徳性を育成していくことが課題となっている。また、核家族化等による家庭の教

育力の低下に対応するため、子どもたちの生活・学習習慣の確立に向けた家庭の役割の

明確化と、子育て施策と一体となった家庭教育への支援が課題となっている。

(3) 経済・雇用状況の変化

サービス産業の拡大、国籍を問わない採用、成果・能力重視の賃金制度の導入など、

終身雇用・年功序列のようなかつての一律横並びの雇用慣行が変容するとともに、パー

トタイム、アルバイトなど非正規雇用者の割合が年々増加するなど、雇用の多様化が進

行している。

総務省の就業構造基本調査によると、本県の有業率は平成 24 年度には 54.5％と、平

成 19年度と比較して 2.2ポイント低下している。また、平成 24年度の非正規職員・従

業員の割合は 39％となっており、若年者（15～34歳）では 34.9％となっている。また、

定職に就かないフリーターや若年無業者（いわゆるニート）の存在など、若者の就学か

ら就業への移行が円滑に行われない状況も見られる。

厚生労働省調査によると、就職後３年以内に離職した者（平成 22年３月卒業者）の割

合は、中学校卒業者が 62.1％、高等学校卒業者が 39.2％、大学卒業者が 31.0％となっ

ており、就職しても自らのイメージと異なる等の理由により、簡単に離職してしまう者

も少なくない。

他方、自ら起業する人やＮＰＯ(非営利団体)で活動する人が増加するなど、しごとの

スタイルが多様化している。

このように経済・雇用状況等が変化する中にあって、子どもたちが夢や目標を持ち、

自分の生き方を多様な可能性の中から主体的に選択し、その実現に向けて努力していく

意欲・態度等を育成するなど、子どもたちのキャリア形成への支援が課題となっている。
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(4) グローバル化の進展

中国をはじめとするアジアの国々が急激な成長を見せ、世界経済はアメリカ一極から

ＥＵ、アジアなどを加えた多極化が進んでいる。また、自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済

連携協定（ＥＰＡ）の締結などにより、市場におけるプレーヤーの役割や利害関係の複

雑化が進んでおり、日本の国際的な存在感の低下が懸念される。

一方、日本企業においても、近年のアジア現地企業の技術水準の向上により現地調達

が進み、中国やインドなどアジア地域のマーケットとしての魅力の向上に伴い、生産・

開発・販売拠点の海外展開等が年々進んでいる。

このようなグローバル化の加速度的な進展により、様々な分野で外国語によるコミュ

ニケーション能力が求められているにもかかわらず、若い世代の語学力はアジア主要国

と比較して低水準にとどまっている。

また、グローバル化に伴い、異文化に対する理解や異文化との共存等の必要性も増し

ている。本県には約 10万人の外国人県民が在住し、県内の大学・短期大学、専修学校等

に在籍する留学生数は 10年前の２倍以上になるなど、着実に伸びている。

他方、海外に留学した日本人は平成 16年の約８万３千人をピークに減少傾向にあり、

学生や研究者等若者の海外への関心が低下する、いわゆる「内向き志向」も指摘されて

いる。

このような状況の中、子どもたちにチャレンジ精神や創造性、コミュニケーション能

力等、グローバル社会を生き抜くための力を身に付けさせ、さらに国際社会に活躍の場

を広げていくことが課題となっている。また、国際社会に生きる日本人としての自覚を

もたせるとともに、民族や国籍を異にする人々と互いに自他の文化や習慣、価値観を認

め合い、共に生きる心を育成することが課題となっている。

(5) 高度情報化の進展

携帯電話・スマートフォンの普及により、インターネットは人々の生活の隅々に浸透

した。ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）、プロフィールサイト、ブロ

グなどの新しいコミュニケーション手段が出現し、インターネットの情報発信力は飛躍

的に高まっている。
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情報通信技術の進歩はきわめて早く、今後も短期間のうちに、新たなコミュニケーシ

ョン手段が生まれる可能性が高い。

インターネット利用のための垣根が低くなる一方で、インターネットを正しく利用で

きる能力や情報モラルの低さから、様々な弊害が生じ、利用者が犯罪に巻き込まれるケ

ースも増加している。特に、携帯電話やインターネットの不適切な利用による被害や、

有害情報にさらされトラブルに巻き込まれる事例、電子メールやＳＮＳ上での誹謗中傷

などから生じるいじめや暴力行為、インターネット上への社会通念上不適切な行為の掲

載など、インターネット利用に関わる事例が増加している。

このような状況の中、大人がネットワーク社会を正しく理解し、子どもたちに情報社

会に主体的に対応できる情報活用能力3を身に付けさせるとともに、人権尊重の視点を踏

まえた情報モラルの向上を図り、高度情報化社会4に主体的に対応できる力を育成するこ

とが課題となっている。

(6) 環境問題の深刻化

地球規模で温暖化が進行し、日本でも長期的に年平均気温が上昇傾向にあり、近年は、

これまでにない異常気象による集中豪雨等で都市機能が麻痺するなど、人々が地球環境

の悪化や大規模な自然災害を身近な危機として実感するようになった。

また、我々の生活は、空気や水、食料や燃料の供給、森林等の持つ公益的機能など、

直接的、間接的に生物の多様性がもたらす恵みと関わり合っている。本県は、多様な気

候・地形から生物多様性の宝庫であるが、絶滅の恐れがある動植物が増加しており、そ

の保全に向けた取組を進める必要がある。一方で、野生動物による農林業被害が大きく、

人と自然の共生に向け、野生動物の適切な保護管理が必要となっている。

また、世界人口の増加に伴う将来的なエネルギーや食糧供給のひっ迫の可能性が高ま

る中、再生可能エネルギーの拡大や食糧生産性の向上により自給率等を高めるなど、地

域の持続性を確保していく必要がある。

このような状況の中、子どもたちが環境についての理解を深めるとともに、命あるも

のと触れ合う中で自然に対する畏敬の念や命を大切にする心を育み、次世代に継承する

「豊かで美しいひょうご」の実現に向けた主体的な行動力の育成が課題となっている。

3
情報活用能力： 情報モラルを身に付けコンピューターなどの情報手段を適切に活用できる能力。以下の３つの観点において育成することと

されている。

「情報活用の実践力」

○課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 ○必要な情報の主体的な収集・判断・処理・創造 ○受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力

「情報の科学的な理解」

○情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 ○情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解

｢情報社会に参画する態度｣

○社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響の理解 ○情報モラルの必要性や情報に対する責任 ○望ましい

情報社会の創造に参画しようとする態度
4

高度情報化社会： 生活していく上で、情報が価値を持ち、その価値を中心に社会・経済が発展していく社会のこと。

8

(1) 「確かな学力」の確立

[これまでの取組]

｢新学習システム」による小学校１～４年における 35人学級編制や小学校５・６年生に

おける教科担任制と少人数学習集団の編成を組み合わせた「兵庫型教科担任制」など個に

応じたきめ細かな指導、読み・書き・計算等の反復学習により学習習慣の定着を図る「学

習タイム」の充実、全国学力・学習状況調査の結果を踏まえた思考力・表現力など知識・

技能を活用する力の育成等、「確かな学力」の確立に取り組んできた。

[成果・課題]

｢兵庫型教科担任制」では、学級担任制のよさをいかしつつ、教材研究の深化等により

教科の専門性や授業力が向上するとともに、複数の教員による組織的な生徒指導が行われ、

中学校への円滑な接続に教育効果が見られた。

また、全国学力・学習状況調査における本県の教科に関する状況は、継続して全国と同

程度であるが、国語における目的や意図に応じて情報を読み取り、条件に合わせて考えや

意見を書くことや、算数・数学における用語を用いて事象の関係を理解し、適切に表現す

ること、中学校における国語や理科への関心･意欲･態度等に課題が見られた。また、家で

学校の授業の復習をしている児童生徒の割合は、全国平均を下回り、家庭での学習意欲・

学習習慣の確立に課題がある。

[今後の方向性]

全国と同水準の現状に甘んずることなく「確かな学力」の確立をめざし、全国学力･学

習状況調査で課題が見られた知識・技能を活用する力や「ことばの力」の向上、学習習慣

の定着等を図るための教員の指導力の向上及び学校全体で取り組む体制の充実に加え、課

題の改善を図るための市町及び学校への重点的な支援など、さらなる学力向上に取り組む

必要がある。

２ 本県教育の成果と課題（第１期プランの検証）
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情報通信技術の進歩はきわめて早く、今後も短期間のうちに、新たなコミュニケーシ

ョン手段が生まれる可能性が高い。

インターネット利用のための垣根が低くなる一方で、インターネットを正しく利用で

きる能力や情報モラルの低さから、様々な弊害が生じ、利用者が犯罪に巻き込まれるケ

ースも増加している。特に、携帯電話やインターネットの不適切な利用による被害や、

有害情報にさらされトラブルに巻き込まれる事例、電子メールやＳＮＳ上での誹謗中傷

などから生じるいじめや暴力行為、インターネット上への社会通念上不適切な行為の掲

載など、インターネット利用に関わる事例が増加している。

このような状況の中、大人がネットワーク社会を正しく理解し、子どもたちに情報社

会に主体的に対応できる情報活用能力3を身に付けさせるとともに、人権尊重の視点を踏

まえた情報モラルの向上を図り、高度情報化社会4に主体的に対応できる力を育成するこ

とが課題となっている。

(6) 環境問題の深刻化

地球規模で温暖化が進行し、日本でも長期的に年平均気温が上昇傾向にあり、近年は、

これまでにない異常気象による集中豪雨等で都市機能が麻痺するなど、人々が地球環境

の悪化や大規模な自然災害を身近な危機として実感するようになった。

また、我々の生活は、空気や水、食料や燃料の供給、森林等の持つ公益的機能など、

直接的、間接的に生物の多様性がもたらす恵みと関わり合っている。本県は、多様な気

候・地形から生物多様性の宝庫であるが、絶滅の恐れがある動植物が増加しており、そ

の保全に向けた取組を進める必要がある。一方で、野生動物による農林業被害が大きく、

人と自然の共生に向け、野生動物の適切な保護管理が必要となっている。

また、世界人口の増加に伴う将来的なエネルギーや食糧供給のひっ迫の可能性が高ま

る中、再生可能エネルギーの拡大や食糧生産性の向上により自給率等を高めるなど、地

域の持続性を確保していく必要がある。

このような状況の中、子どもたちが環境についての理解を深めるとともに、命あるも

のと触れ合う中で自然に対する畏敬の念や命を大切にする心を育み、次世代に継承する

「豊かで美しいひょうご」の実現に向けた主体的な行動力の育成が課題となっている。

3
情報活用能力： 情報モラルを身に付けコンピューターなどの情報手段を適切に活用できる能力。以下の３つの観点において育成することと

されている。

「情報活用の実践力」

○課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 ○必要な情報の主体的な収集・判断・処理・創造 ○受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力

「情報の科学的な理解」

○情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 ○情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解

｢情報社会に参画する態度｣

○社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響の理解 ○情報モラルの必要性や情報に対する責任 ○望ましい

情報社会の創造に参画しようとする態度
4

高度情報化社会： 生活していく上で、情報が価値を持ち、その価値を中心に社会・経済が発展していく社会のこと。

8

(1) 「確かな学力」の確立

[これまでの取組]

｢新学習システム」による小学校１～４年における 35人学級編制や小学校５・６年生に

おける教科担任制と少人数学習集団の編成を組み合わせた「兵庫型教科担任制」など個に

応じたきめ細かな指導、読み・書き・計算等の反復学習により学習習慣の定着を図る「学

習タイム」の充実、全国学力・学習状況調査の結果を踏まえた思考力・表現力など知識・

技能を活用する力の育成等、「確かな学力」の確立に取り組んできた。

[成果・課題]

｢兵庫型教科担任制」では、学級担任制のよさをいかしつつ、教材研究の深化等により

教科の専門性や授業力が向上するとともに、複数の教員による組織的な生徒指導が行われ、

中学校への円滑な接続に教育効果が見られた。

また、全国学力・学習状況調査における本県の教科に関する状況は、継続して全国と同

程度であるが、国語における目的や意図に応じて情報を読み取り、条件に合わせて考えや

意見を書くことや、算数・数学における用語を用いて事象の関係を理解し、適切に表現す

ること、中学校における国語や理科への関心･意欲･態度等に課題が見られた。また、家で

学校の授業の復習をしている児童生徒の割合は、全国平均を下回り、家庭での学習意欲・

学習習慣の確立に課題がある。

[今後の方向性]

全国と同水準の現状に甘んずることなく「確かな学力」の確立をめざし、全国学力･学

習状況調査で課題が見られた知識・技能を活用する力や「ことばの力」の向上、学習習慣

の定着等を図るための教員の指導力の向上及び学校全体で取り組む体制の充実に加え、課

題の改善を図るための市町及び学校への重点的な支援など、さらなる学力向上に取り組む

必要がある。

２ 本県教育の成果と課題（第１期プランの検証）
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(2) 「豊かな心」の育成

[これまでの取組]

阪神・淡路大震災で学んだ「命の大切さ」や「生きる喜び」を子どもたちが実感できる

「心の教育」の取組を踏まえ、小学３年生の環境体験事業や５年生の自然学校、中学１年

生の青少年芸術体験事業（わくわくオーケストラ教室）、２年生のトライやる・ウィーク、

高校生のふるさと貢献活動事業（トライやる・ワーク）及び就業体験事業（インターンシ

ップ推進プラン）等、児童生徒の発達の段階に応じた体系的な兵庫型「体験教育」に取り

組んできた。

また、兵庫ゆかりの人物を取り上げるなど地域の特性をいかし、子どもたちに生き方を

考えさせる「兵庫版道徳教育副読本」（平成 22年度）を作成、全小・中学校児童生徒に配

布し、活用を図るとともに、道徳の時間の授業公開、教員研修等に取り組んできた。

さらに、人権教育基本方針等に基づき、幼稚園から高等学校までの各段階に応じた人権

教育資料を改訂し、人権教育研修会を通して指導内容や指導方法の工夫・改善に取り組み、

人権教育の充実を図ってきた。

[成果・課題]

全国学力・学習状況調査結果においては、小・中学生とも規範意識に関する質問項目で

肯定意見が 90％を超えるなど高い傾向にある。しかし、「自分にはよいところがあると思

う」「人が困っているときは進んで助ける」などの自尊感情や、思いやり等を行動にうつ

す力は十分とはいえず、また、小学生よりも中学生の意識が低くなる傾向にある。

[今後の方向性]

兵庫型「体験教育」や学校教育活動全体を通じた道徳教育、命の大切さや共生の心を育

む人権教育等の充実を図ることにより、自尊感情や行動力を育成する必要がある。また、

小・中学校でのふるさと兵庫への誇りや愛着を高める体験活動や高等学校でのふるさと貢

献活動を通して、「ふるさと意識」の醸成を図る必要がある。

〔小学校６年生〕 〔中学校３年生〕

◆ 小学生・中学生の道徳性に関する意識

（出典：平成25年度 全国学力・学習状況調査（文部科学省））
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(3) 「健やかな体」の育成

[これまでの取組]

児童生徒の体力・運動能力の向上を図るため、全国体力・運動能力等調査の結果から、

体力と運動能力等の関係を分析・検証し、小・中学校児童生徒の基礎体力の向上を図る「運

動プログラム 2009」の普及、小学校教員の体育実技指導力向上を図る研修、中学校運動

部活動への外部指導者の派遣等、学校における体力向上に取り組んできた。

また、学校における食育については、兵庫県学校給食・食育支援センターをはじめ各種

団体との連携を図りつつ、年間指導計画の作成等「学校における食育実践プログラム」に

基づく学校における食育の推進に取り組んできた。

[成果・課題]

兵庫県体力・運動能力調査結果においては、児童生徒の体力・運動能力は全体的に向上

傾向にあるが、体力水準の高かった昭和 60年と比較可能な 22項目（握力、50ｍ走、持久

走、ボール投げ）において、平成 24年の記録が昭和 60年を上回っている項目は５項目（小・

中・高等学校の男子 50ｍ走及び中学校女子 50ｍ走、中学校男子持久走（1,500ｍ））で、

その他の多くの項目で昭和 60年の記録より低い。

学校における食育については、ほぼすべての小・中学校で年間指導計画が作成されるな

ど、食育推進体制が構築された一方で、地域と連携した体験活動や、給食の時間や家庭科

だけでなく、その他教科や学校行事等、様々な教育活動を通じ、「食育実践プログラム（改

訂版）」や「食育ハンドブック」を活用した食育の推進が必要である。

[今後の方向性]

地域のスポーツ指導者等を活用した体育授業の充実や、学校教育活動全体で体力向上に

取り組む時間の確保などにより、体力・運動能力の一層の向上を図る必要がある。また、

学校・家庭・地域の連携体制の構築や、学校教育活動全体を通じた効果的な食育実践に取

り組む必要がある。

小５

中２

高２

昭和60年頃の記録(S59～61年度

の全国平均値)を指数100とする

※ ボール投げ（小：ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ投げ 中高：ﾊﾝﾄﾞﾎﾞｰﾙ投げ）

※ 小５は、「持久走」の調査項目なし

100

90

100

90
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(2) 「豊かな心」の育成

[これまでの取組]

阪神・淡路大震災で学んだ「命の大切さ」や「生きる喜び」を子どもたちが実感できる

「心の教育」の取組を踏まえ、小学３年生の環境体験事業や５年生の自然学校、中学１年

生の青少年芸術体験事業（わくわくオーケストラ教室）、２年生のトライやる・ウィーク、

高校生のふるさと貢献活動事業（トライやる・ワーク）及び就業体験事業（インターンシ

ップ推進プラン）等、児童生徒の発達の段階に応じた体系的な兵庫型「体験教育」に取り

組んできた。

また、兵庫ゆかりの人物を取り上げるなど地域の特性をいかし、子どもたちに生き方を

考えさせる「兵庫版道徳教育副読本」（平成 22年度）を作成、全小・中学校児童生徒に配

布し、活用を図るとともに、道徳の時間の授業公開、教員研修等に取り組んできた。

さらに、人権教育基本方針等に基づき、幼稚園から高等学校までの各段階に応じた人権

教育資料を改訂し、人権教育研修会を通して指導内容や指導方法の工夫・改善に取り組み、

人権教育の充実を図ってきた。

[成果・課題]

全国学力・学習状況調査結果においては、小・中学生とも規範意識に関する質問項目で

肯定意見が 90％を超えるなど高い傾向にある。しかし、「自分にはよいところがあると思

う」「人が困っているときは進んで助ける」などの自尊感情や、思いやり等を行動にうつ

す力は十分とはいえず、また、小学生よりも中学生の意識が低くなる傾向にある。

[今後の方向性]

兵庫型「体験教育」や学校教育活動全体を通じた道徳教育、命の大切さや共生の心を育

む人権教育等の充実を図ることにより、自尊感情や行動力を育成する必要がある。また、

小・中学校でのふるさと兵庫への誇りや愛着を高める体験活動や高等学校でのふるさと貢

献活動を通して、「ふるさと意識」の醸成を図る必要がある。

〔小学校６年生〕 〔中学校３年生〕

◆ 小学生・中学生の道徳性に関する意識

（出典：平成25年度 全国学力・学習状況調査（文部科学省））

89.4 95.8

75.9 76.6

90.3

0

20

40

60

80

100

91.1 93.5

65.2
69.8

93.2

0

20

40

60

80

100

10

(3) 「健やかな体」の育成

[これまでの取組]

児童生徒の体力・運動能力の向上を図るため、全国体力・運動能力等調査の結果から、

体力と運動能力等の関係を分析・検証し、小・中学校児童生徒の基礎体力の向上を図る「運

動プログラム 2009」の普及、小学校教員の体育実技指導力向上を図る研修、中学校運動

部活動への外部指導者の派遣等、学校における体力向上に取り組んできた。

また、学校における食育については、兵庫県学校給食・食育支援センターをはじめ各種

団体との連携を図りつつ、年間指導計画の作成等「学校における食育実践プログラム」に

基づく学校における食育の推進に取り組んできた。

[成果・課題]

兵庫県体力・運動能力調査結果においては、児童生徒の体力・運動能力は全体的に向上

傾向にあるが、体力水準の高かった昭和 60年と比較可能な 22項目（握力、50ｍ走、持久

走、ボール投げ）において、平成 24年の記録が昭和 60年を上回っている項目は５項目（小・

中・高等学校の男子 50ｍ走及び中学校女子 50ｍ走、中学校男子持久走（1,500ｍ））で、

その他の多くの項目で昭和 60年の記録より低い。

学校における食育については、ほぼすべての小・中学校で年間指導計画が作成されるな

ど、食育推進体制が構築された一方で、地域と連携した体験活動や、給食の時間や家庭科

だけでなく、その他教科や学校行事等、様々な教育活動を通じ、「食育実践プログラム（改

訂版）」や「食育ハンドブック」を活用した食育の推進が必要である。

[今後の方向性]

地域のスポーツ指導者等を活用した体育授業の充実や、学校教育活動全体で体力向上に

取り組む時間の確保などにより、体力・運動能力の一層の向上を図る必要がある。また、

学校・家庭・地域の連携体制の構築や、学校教育活動全体を通じた効果的な食育実践に取

り組む必要がある。

小５

中２

高２

昭和60年頃の記録(S59～61年度

の全国平均値)を指数100とする

※ ボール投げ（小：ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ投げ 中高：ﾊﾝﾄﾞﾎﾞｰﾙ投げ）

※ 小５は、「持久走」の調査項目なし
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(4) 県立高等学校教育改革の推進

[これまでの取組]

｢県立高等学校教育改革第二次実施計画」（平成21年度～25年度）に基づき、多部制単

位制高校、中高一貫教育校、特色ある専門学科等の設置や、特色選抜や複数志願選抜の順

次導入、インスパイア・ハイスクール事業（平成 22年度～）を活用した高等学校の特色

づくり等に取り組んだ。また、約半世紀ぶりに全日制普通科高等学校の通学区域の見直し

を行い、平成 27年度入学者選抜から、現行の 16学区を５学区に再編することとし、導入

に必要となる選抜制度の工夫・改善を行った。

学力向上の取組については、習熟度別指導等の少人数教育の充実に加え、特色ある教

科・選択科目の開設や民間人などの専門性のある非常勤講師の活用、各校の特色に応じた

学力向上プランの実践の支援及びその成果の普及等に取り組んだ。

[成果・課題]

第二次実施計画については、「県立高等学校長期構想検討委員会」から、「魅力ある学校

づくり、新しい選抜制度の定着等について、当初の目的が概ね達成されている。」と評価

を得ている。一方で、少子化が進む中での望ましい学校規模の確保と配置の適正化、グロ

ーバル化などの社会の変化に対応するための教育内容の充実、特色ある学校づくりに積極

的に取り組んでいくための教員一人一人の意識改革が課題となっている。

また、高等学校教育の多様化は、結果として、生徒が高等学校の学習で何をどの程度習

得したのかを見えにくくしているという指摘もある。

[今後の方向性]

生徒一人一人の社会的自立に向けたキャリア形成を支援するため、人間関係形成・社会

形成能力、自己理解・自己管理能力、キャリアプランニング能力等を育成するキャリア教

育をすべての高等学校で推進する。また、これまでの魅力・特色づくりの成果を踏まえ、

社会の変化や新たな社会的ニーズに応えるため、国際化に対応した教育、理数教育、情報

教育、環境教育、ボランティア・福祉教育、伝統文化などの分野での教育内容の充実に取

り組むとともに、各高等学校がめざすべき目標を明確にした上で、生徒の学習状況を適切

に評価し、それを次の取組にいかす必要がある。
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○兵庫県高等学校の通学区域

（平成27年度入学者選抜から実施）

現行通学区域（16学区） 新通学区域（５学区）

神戸第一・芦屋、神戸第二、

神戸第三、淡路
第１学区（26校）

尼崎、西宮、伊丹、

宝塚、丹有
第２学区（34校）

明石、加印、北播 第３学区（24校）

姫路・福崎、西播 第４学区（22校）

北但、南但 第５学区（９校）

12

(5) 特別支援教育の充実

[これまでの取組]

｢兵庫県特別支援教育推進計画(平成 19～23年度)｣に基づき、県立特別支援学校の再編

整備や校園内支援体制の構築、コーディネーターの養成等教員の専門性の向上、特別支援

教育に関する相談・情報提供や小・中学校等教員への支援等を行う特別支援学校のセンタ

ー的機能の充実などに取り組んできた。また、特別支援学校及び特別支援学級のみならず、

通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ5等を含めた特別な支援が必要な子どもたちのライ

フサイクルを見通して、持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、

一人一人の教育的ニーズを把握し、きめ細かい適切な教育支援を行ってきた。

[成果・課題]

知的障害特別支援学校在籍者の増加に対応するための特別支援学校の計画的整備や、高

等学校への特別支援学校分教室の設置、特別支援学校高等部生徒と高等学校生徒との交流

及び共同学習を推進した。また、特別支援学校教員免許状取得のための認定講習の実施に

より、免許状保有率が向上した。一方で、計画策定後も知的障害特別支援学校在籍者の増

加傾向が続いている。また、国においては、障害のある子どもたちの自立と社会参加を見

据えて、教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できるインクルーシブ教育システム6

の構築に向けた検討が進められている。

5
ＬＤ、ＡＤＨＤ： ＬＤとは学習障害(Learning Disabilities)のこと。基本的には全般的に知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、

計算するまたは推測する能力のうち、特定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。ＡＤＨＤとは注意欠陥多動性障害

（Attention Deficit Hyperactivity Disorder）のこと。年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、及び（または）衝動性、多動性を特徴と

する障害で、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすもの。
6

インクルーシブ教育システム： 障害者の権利に関する条約第 24 条によれば、「インクルーシブ教育システム」とは、人間の多様性の尊重等

の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、

障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が教育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初

等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。

◆国公立特別支援学校在籍者数
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(4) 県立高等学校教育改革の推進

[これまでの取組]

｢県立高等学校教育改革第二次実施計画」（平成21年度～25年度）に基づき、多部制単

位制高校、中高一貫教育校、特色ある専門学科等の設置や、特色選抜や複数志願選抜の順

次導入、インスパイア・ハイスクール事業（平成 22年度～）を活用した高等学校の特色

づくり等に取り組んだ。また、約半世紀ぶりに全日制普通科高等学校の通学区域の見直し

を行い、平成 27年度入学者選抜から、現行の 16学区を５学区に再編することとし、導入

に必要となる選抜制度の工夫・改善を行った。

学力向上の取組については、習熟度別指導等の少人数教育の充実に加え、特色ある教

科・選択科目の開設や民間人などの専門性のある非常勤講師の活用、各校の特色に応じた

学力向上プランの実践の支援及びその成果の普及等に取り組んだ。

[成果・課題]

第二次実施計画については、「県立高等学校長期構想検討委員会」から、「魅力ある学校

づくり、新しい選抜制度の定着等について、当初の目的が概ね達成されている。」と評価

を得ている。一方で、少子化が進む中での望ましい学校規模の確保と配置の適正化、グロ

ーバル化などの社会の変化に対応するための教育内容の充実、特色ある学校づくりに積極

的に取り組んでいくための教員一人一人の意識改革が課題となっている。

また、高等学校教育の多様化は、結果として、生徒が高等学校の学習で何をどの程度習

得したのかを見えにくくしているという指摘もある。

[今後の方向性]

生徒一人一人の社会的自立に向けたキャリア形成を支援するため、人間関係形成・社会

形成能力、自己理解・自己管理能力、キャリアプランニング能力等を育成するキャリア教

育をすべての高等学校で推進する。また、これまでの魅力・特色づくりの成果を踏まえ、

社会の変化や新たな社会的ニーズに応えるため、国際化に対応した教育、理数教育、情報

教育、環境教育、ボランティア・福祉教育、伝統文化などの分野での教育内容の充実に取

り組むとともに、各高等学校がめざすべき目標を明確にした上で、生徒の学習状況を適切

に評価し、それを次の取組にいかす必要がある。
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(5) 特別支援教育の充実

[これまでの取組]

｢兵庫県特別支援教育推進計画(平成 19～23年度)｣に基づき、県立特別支援学校の再編

整備や校園内支援体制の構築、コーディネーターの養成等教員の専門性の向上、特別支援

教育に関する相談・情報提供や小・中学校等教員への支援等を行う特別支援学校のセンタ

ー的機能の充実などに取り組んできた。また、特別支援学校及び特別支援学級のみならず、

通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ5等を含めた特別な支援が必要な子どもたちのライ

フサイクルを見通して、持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、

一人一人の教育的ニーズを把握し、きめ細かい適切な教育支援を行ってきた。

[成果・課題]

知的障害特別支援学校在籍者の増加に対応するための特別支援学校の計画的整備や、高

等学校への特別支援学校分教室の設置、特別支援学校高等部生徒と高等学校生徒との交流

及び共同学習を推進した。また、特別支援学校教員免許状取得のための認定講習の実施に

より、免許状保有率が向上した。一方で、計画策定後も知的障害特別支援学校在籍者の増

加傾向が続いている。また、国においては、障害のある子どもたちの自立と社会参加を見

据えて、教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できるインクルーシブ教育システム6

の構築に向けた検討が進められている。

5
ＬＤ、ＡＤＨＤ： ＬＤとは学習障害(Learning Disabilities)のこと。基本的には全般的に知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、

計算するまたは推測する能力のうち、特定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。ＡＤＨＤとは注意欠陥多動性障害

（Attention Deficit Hyperactivity Disorder）のこと。年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、及び（または）衝動性、多動性を特徴と

する障害で、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすもの。
6

インクルーシブ教育システム： 障害者の権利に関する条約第 24 条によれば、「インクルーシブ教育システム」とは、人間の多様性の尊重等

の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、

障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が教育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初

等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。
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[今後の方向性]

インクルーシブ教育システムの構築を見据えた「兵庫県特別支援教育第二次推進計画」

（平成 25年度策定）に基づき、障害のある子ども一人一人を早期から支援し、その持てる

力を最大限高め、自立と社会参加を促進することをめざす。

このため、個別の指導計画等の作成・活用を促進し、各学校における指導・支援の充実

を図るとともに、交流及び共同学習を計画的に進めるなど、一人一人の多様な教育的ニー

ズに応じた特別支援教育の充実に取り組む必要がある。また、すべての教職員の発達障害

等に関する指導力の向上、早期から卒業後までの一貫した相談・支援体制の構築、地域の

実情に応じた特別支援学校の整備等を推進する必要がある。
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◆通級による指導を受けた児童生徒数

14

(6) 私学教育の振興

[これまでの取組]

私立学校は、建学の精神に基づく独自の教育方針により、特色ある教育を提供し、「兵

庫の私学」の名を全国に広め、本県における学校教育の推進力として大きな役割を果たし

ている。また､若年層の雇用や就労形態等が社会問題となっている中、専修学校･各種学校

は、社会の変化に即応したキャリア教育や実践的な職業教育・技術教育等を行うとともに、

高校を中退した生徒等の学び直しの場となる教育機関として重要な役割を果たしている。

私立学校に対しては、教職員人件費や学校運営費等の経常的経費、魅力ある学校づくり、

体験学習をはじめ特色ある教育活動等に対する助成、私立高等学校等生徒の就学助成等を

行ってきた。私立幼稚園に対しては、保育の量的拡大や質の高い保育サービスの提供等を

めざす幼保一元化や地域の子育て支援、預かり保育に対する補助を行ってきた。

[成果・課題]

県財政が厳しい状況にある中ではあるが、各種の補助制度の維持・向上に努めるととも

に、平成 22年度には国による高等学校等就学支援金制度の創設にあわせ、低所得者層に

重点を置いた授業料軽減補助制度の見直しを行うなど、情勢に応じた私学助成を進めた結

果、私立学校における経営の安定、保護者負担の軽減が図られてきた。

一方、経済情勢の低迷や少子化の進展など、私学を取り巻く環境が厳しくなる中、平成

26年度の専修学校での職業実践専門課程の創設、平成 27年度の公立高校の通学区域の再

編、子ども・子育て支援新制度への移行等の新たな動きに対応するためには、より一層の

特色化など、私立学校自らが様々な取組を推進する必要があり、県としても適切な支援が

求められる。

[今後の方向性]

兵庫の公教育をともに支える私立学校と公立学校がお互いの強みや特色を学びつつ協

調し、よりよい教育内容が提供されるよう、多様な個性や能力を伸ばす教育の充実を図る

とともに、保護者の経済的負担の軽減を図るため、経常費補助や授業料軽減等の助成を行

うほか、専修学校・各種学校に対し、産業界や地域と連携した職業教育・技術教育の振興

のための助成を行うなど、私立学校教育の充実に向けた支援が必要である。

（年度） （年度）
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(7) 高等教育の推進

[これまでの取組]

県立大学では、教育の充実・強化や研究のさらなる発展・高度化、社会貢献の積極的展

開、顔が見える大学づくり、積極的な情報発信に取り組み、緑環境景観マネジメント研究

科(平成 21年度)やシミュレーション学研究科(平成 23年度)の開設、次世代ピコバイオロ

ジー教育研究の推進等に努めてきた。

また、県においては、ＨＵＭＡＰ構想7の推進や学長と知事の懇話会の開催等により、

県内外の大学の連携・交流の拡大に努めてきた。

[成果・課題]

県立大学においては、教育・研究・社会貢献等の各分野において第１期プランの目標を

概ね達成するとともに、兵庫県立大学評価委員会において、「全体として概ね計画どおり」

との評価を得ており、特に、経営研究科（ＭＢＡ）等の開設による高度専門職業人の育成、

県内に集積する高度な研究基盤を活用した先端研究の推進、地域との連携・協働活動に全

学的に取り組む地域創造機構の開設などに高い評価を得た。また、ＨＵＭＡＰ構想に基づ

く留学生・研究者の交流人数についても目標を達成した。

一方で、大学間競争は激しさを増し、全国的に公立大学の法人化が進むなど、県立大学

を取り巻く環境は大きく変化したことから、「兵庫県立大学改革委員会」等における検討

結果を踏まえ、平成 25年４月に公立大学法人兵庫県立大学を設立するとともに、同年６

月に、法人が平成 30年度までの６年間に達成すべき中期目標を策定した。

また、国においては、教育の質保証をめざし、グローバル化に対応した留学生 30万人

計画や、「地(知)の拠点整備事業(大学ＣＯＣ事業)」による地域への貢献、学生支援や大

学間連携共同教育推進事業などの大学改革の取組を進めている。これらの取組は、大学間

の連携・交流により促進されることから、県としても連携・交流を推進することが求めら

れている。

[今後の方向性]

自律的かつ効率的な大学運営により、伝統と強みをいかした個性・特色豊かな県立大学

づくりを推進するとともに、各大学・短大等が行う教育・研究の質的向上、学生支援、地

域貢献等の取組を促進するために、国公立・私立の垣根を越えて、県内外の大学・短大等

の連携・交流を推進する必要がある。

7
ＨＵＭＡＰ構想： Hyogo University Mobility in Asia and the Pacificの略。兵庫県内の大学とアジア・太平洋地域の大学との交流を盛んに

し、地域の教育や研究の水準の向上を図るとともに、将来を担う人材を育成することを目的に2000年５月に発足した。

16

(8) 防災教育の推進

[これまでの取組]

東日本大震災や近年の災害の状況等も踏まえ、地震・津波や風水害など、様々な自然災

害から自らの生命を守るために必要な能力や態度を身に付けるとともに、助け合いやボラ

ンティア精神など共生の心を育み、人間としての在り方生き方を考えさせる「兵庫の防災

教育」の充実を図るため、防災教育副読本や学校防災マニュアルの改訂を行い、防災教育

と学校の防災体制の整備を進めてきた。

また、「震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）8」を中心に、教職員が被災児童生徒の心

のケア、避難所運営の支援等阪神・淡路大震災の貴重な教訓を語り継ぐとともに、県内外

への発信に取り組んできた。

[成果・課題]

全市町での防災教育推進連絡会議の開催、全公立学校での災害対応マニュアルの作成等、

市町・学校の防災体制の整備が進展した。また、東日本大震災の被災地において、教職員

及び高校生等のべ1,984人（平成25年３月現在）が兵庫の防災教育の取組をいかした支援

活動を実施した。一方で、阪神・淡路大震災から19年が経過し、震災体験の風化が懸念さ

れる中、高い防災意識を定着させるための防災教育や、地域と連携した実戦的な防災訓練

の推進に課題がある。

[今後の方向性]

南海トラフの地震等の災害に備え、子どもたちが災害に対する正しい知識を身に付け、

災害発生時に適切に判断し、主体的に行動する力を育成するため、副読本を活用した防災

教育の充実を図るとともに、すべての小学校区で地域と連携した防災訓練の実施等、子ど

もたちの命を守る学校防災体制を強化する必要がある。また、東日本大震災の被災地への

継続的な支援に取り組むとともに、被災地支援を通じて得られる経験を今後の兵庫の防災

教育にいかす必要がある。

8
震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）： 阪神・淡路大震災時に受けた全国各地からの支援に報いるために、県内の公立学校教職員及びカウ

ンセラー等約150人で構成し、防災の専門的知識と実践的対応について訓練・研修を積み、被災地の学校の教育復興、被災児童生徒の心のケ

アなどの支援を行うとともに、地域の防災訓練等において助言を行っている。（平成12年４月１日発足）
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し、地域の教育や研究の水準の向上を図るとともに、将来を担う人材を育成することを目的に2000年５月に発足した。
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(8) 防災教育の推進

[これまでの取組]

東日本大震災や近年の災害の状況等も踏まえ、地震・津波や風水害など、様々な自然災

害から自らの生命を守るために必要な能力や態度を身に付けるとともに、助け合いやボラ

ンティア精神など共生の心を育み、人間としての在り方生き方を考えさせる「兵庫の防災

教育」の充実を図るため、防災教育副読本や学校防災マニュアルの改訂を行い、防災教育

と学校の防災体制の整備を進めてきた。

また、「震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）8」を中心に、教職員が被災児童生徒の心

のケア、避難所運営の支援等阪神・淡路大震災の貴重な教訓を語り継ぐとともに、県内外

への発信に取り組んできた。

[成果・課題]

全市町での防災教育推進連絡会議の開催、全公立学校での災害対応マニュアルの作成等、

市町・学校の防災体制の整備が進展した。また、東日本大震災の被災地において、教職員

及び高校生等のべ1,984人（平成25年３月現在）が兵庫の防災教育の取組をいかした支援

活動を実施した。一方で、阪神・淡路大震災から19年が経過し、震災体験の風化が懸念さ

れる中、高い防災意識を定着させるための防災教育や、地域と連携した実戦的な防災訓練

の推進に課題がある。

[今後の方向性]

南海トラフの地震等の災害に備え、子どもたちが災害に対する正しい知識を身に付け、

災害発生時に適切に判断し、主体的に行動する力を育成するため、副読本を活用した防災

教育の充実を図るとともに、すべての小学校区で地域と連携した防災訓練の実施等、子ど

もたちの命を守る学校防災体制を強化する必要がある。また、東日本大震災の被災地への

継続的な支援に取り組むとともに、被災地支援を通じて得られる経験を今後の兵庫の防災

教育にいかす必要がある。

8
震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）： 阪神・淡路大震災時に受けた全国各地からの支援に報いるために、県内の公立学校教職員及びカウ

ンセラー等約150人で構成し、防災の専門的知識と実践的対応について訓練・研修を積み、被災地の学校の教育復興、被災児童生徒の心のケ

アなどの支援を行うとともに、地域の防災訓練等において助言を行っている。（平成12年４月１日発足）
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(9) いじめ・不登校等への対応

[これまでの取組]

｢心の専門家」であるスクールカウンセラーを全公立中学校及び拠点小学校に、キャン

パスカウンセラーを全県立高等学校に配置し、子どもや保護者の心の相談にあたるととも

に、教職員に対する相談支援を実施した。また、いじめや児童虐待等について福祉等関係

機関との連絡調整等を行うスクールソーシャルワーカーを派遣し、各学校における生徒指

導上の諸問題への支援を行ってきた。また、専門家による相談窓口を開設するとともに、

県立但馬やまびこの郷等を設置し、不登校児童生徒への学校生活の適応支援や保護者への

教育相談の充実を図ってきた。

[成果・課題]

このような中、いじめの問題が全国的な課題となり、本県でも中高生を中心にいじめ問

題が相次いで発生したことから、スクールカウンセラーの配置拡充や「いじめ対応マニュ

アル」の改訂、いじめ防止啓発チラシの家庭への配布などの対応を図り、学校の取組を支

援した。また、暴力行為等の問題行動や不登校は概ね減少傾向にあるが、依然として憂慮

すべき状況である。

[今後の方向性]

平成 25年６月に成立した「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめの防止等のため

の対策に関する基本方針を策定するとともに、県・市町・関係機関が連携し、いじめ相談

の情報共有、相互協力を図るいじめ対応ネットワークの構築、相談窓口の充実、課題に即

応した専門的・多面的な支援、カウンセリング・マインド研修等による教職員の対応能力
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18

向上など、総合的ないじめ対策を充実する必要がある。若年者の自殺が深刻な状況にある

中、本県においても高校生が尊い命を絶ったことなどを踏まえ、自殺の予防対策を講じる

必要がある。

また、不登校児童生徒に対する学校や関係機関等と連携した学校生活の適応支援や保護

者への教育相談の充実を図るとともに、不登校等課題を抱える青少年の社会的自立を促進

するための支援を行う必要がある。
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(9) いじめ・不登校等への対応

[これまでの取組]

｢心の専門家」であるスクールカウンセラーを全公立中学校及び拠点小学校に、キャン

パスカウンセラーを全県立高等学校に配置し、子どもや保護者の心の相談にあたるととも

に、教職員に対する相談支援を実施した。また、いじめや児童虐待等について福祉等関係

機関との連絡調整等を行うスクールソーシャルワーカーを派遣し、各学校における生徒指

導上の諸問題への支援を行ってきた。また、専門家による相談窓口を開設するとともに、

県立但馬やまびこの郷等を設置し、不登校児童生徒への学校生活の適応支援や保護者への

教育相談の充実を図ってきた。

[成果・課題]

このような中、いじめの問題が全国的な課題となり、本県でも中高生を中心にいじめ問

題が相次いで発生したことから、スクールカウンセラーの配置拡充や「いじめ対応マニュ

アル」の改訂、いじめ防止啓発チラシの家庭への配布などの対応を図り、学校の取組を支

援した。また、暴力行為等の問題行動や不登校は概ね減少傾向にあるが、依然として憂慮

すべき状況である。

[今後の方向性]

平成 25年６月に成立した「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめの防止等のため

の対策に関する基本方針を策定するとともに、県・市町・関係機関が連携し、いじめ相談

の情報共有、相互協力を図るいじめ対応ネットワークの構築、相談窓口の充実、課題に即

応した専門的・多面的な支援、カウンセリング・マインド研修等による教職員の対応能力
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18

向上など、総合的ないじめ対策を充実する必要がある。若年者の自殺が深刻な状況にある

中、本県においても高校生が尊い命を絶ったことなどを踏まえ、自殺の予防対策を講じる

必要がある。

また、不登校児童生徒に対する学校や関係機関等と連携した学校生活の適応支援や保護

者への教育相談の充実を図るとともに、不登校等課題を抱える青少年の社会的自立を促進

するための支援を行う必要がある。
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(10) 学校・家庭・地域の連携

[これまでの取組]

全市町において学校支援地域本部などの地域全体で学校を支援する体制を整備し、学習

支援、部活動指導、環境整備、登下校の安全指導等幅広い支援活動を展開してきた。学校

や通学路において子どもたちが安全に過ごせるよう、地域のボランティアや関係団体・機

関との連携による地域ぐるみで子どもの安全を守る取組も推進してきた。

また、地域ぐるみの子育て支援団体や機関相互の連携を強化するとともに、地域の人た

ちが気軽に子育ての応援や相談ができる環境整備や、幼稚園、保育所等の施設開放、保護

者同士の交流、児童虐待等の未然防止のための地域・学校・関係機関が連携した活動など

の子育て支援を行ってきた。

[成果・課題]

地域住民の子どもたちへの関心は向上しており、子どもの安全・安心な居場所を確保す

る「子ども教室」の開設が進み、特に 12市町では全小学校区で開設するなど、子どもを

地域で育む環境づくりが浸透した。また、学校安全ボランティア（スクールガード）の登

録者数は、小学校数や児童数が減少する中、一定の数を確保するなど、地域ぐるみで子ど

もの安全を守る取組が進んだ。一方で、学校支援地域本部や子ども教室における市町ごと

の実施状況の差や、学校安全ボランティアの登録者の固定化、学校に対して地域が提供で

きる支援と学校のニーズとのミスマッチ、地域から学校への働きかけ等には課題がある。

[今後の方向性]

地域の子どもの教育に対する県民の意識をさらに高めるため、学校のニーズに対応した

幅広いボランティア等の確保や、地域が提供できる支援と学校のニーズをつなぐコーディ

ネーターの資質向上を図るとともに、地域の団体や住民相互の連携を図り、地域が主体と

なった学校地域連携を進める必要がある。また、通学路の安全確保のための見守り活動の

一層の推進と警察・道路管理者等と連携する必要がある。さらに、家庭の教育力を高める

ため、地域で子育てを支える環境づくりなど、地域における継続的な支援を行う必要があ

る。
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(11) 学校の組織力及び教職員の資質能力の向上

[これまでの取組]

優秀な管理職の養成や、学校運営・教育活動の中核的役割を担う主幹教諭の積極的な登

用・配置に努めた。また、すべての教職員が心身ともに健康で、子どもと向き合う時間を

確保し、教育活動の充実を図るため策定した「教職員の勤務時間適正化プラン」（平成 21

年３月策定）に基づき、超過勤務の要因となっている業務内容の分析やノー残業デー等の

改善活動の実施に取り組んだ。また、優秀な教員を確保するため、教員採用試験において

多面的な人物評価を行う面接を実施するとともに、教職員の経験年数や職責に応じた研修

等を通じて専門性の向上に努めた。

[成果・課題]

約 93％の公立学校に主幹教諭を配置し、学校の組織力の向上につながっている。また、

｢教職員の勤務時間適正化対策プラン」に基づく取組により、報告書作成や成績処理、休

日の自宅への持ち帰り業務の縮減等、一定の成果が見られたが、学習指導要領の改訂によ

る授業時数の増加に伴う授業準備や教材研究等の時間の増加により、課題の解消には至っ

ていない。また、緊急・重大な事案発生時の機動的かつ的確な対応や教育委員会との連携、

団塊世代の大量退職に伴う教員の確保、ＩＣＴ活用など教員の授業力の向上等が課題とな

っている。さらに、教員の体罰が全国的な課題となっており、体罰防止のための研修資料

｢Ｎｏ！体罰(改訂版)」を活用するなど、意識改革を徹底する必要がある。

[今後の方向性]

管理職のリーダーシップのもと、すべての教職員が協働した心の通い合う学校運営等よ

りよい学校づくりに取り組むとともに、様々な教育課題に組織的かつ機動的に対応する体

制の確立や、「教職員の勤務時間適正化新対策プラン」（平成 25年２月策定）に基づく校

務・業務の効率化・ＩＴ化や勤務環境の整備などのすべての学校での業務改善を促進する

必要がある。また、優秀な教員を確保するための教員採用試験の工夫・改善や、個々の教

員の授業力向上を図るための教員研修の充実、教員の体罰に係る未然防止研修の徹底や指

導の強化等に取り組む必要がある。
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(10) 学校・家庭・地域の連携

[これまでの取組]

全市町において学校支援地域本部などの地域全体で学校を支援する体制を整備し、学習

支援、部活動指導、環境整備、登下校の安全指導等幅広い支援活動を展開してきた。学校

や通学路において子どもたちが安全に過ごせるよう、地域のボランティアや関係団体・機

関との連携による地域ぐるみで子どもの安全を守る取組も推進してきた。

また、地域ぐるみの子育て支援団体や機関相互の連携を強化するとともに、地域の人た

ちが気軽に子育ての応援や相談ができる環境整備や、幼稚園、保育所等の施設開放、保護

者同士の交流、児童虐待等の未然防止のための地域・学校・関係機関が連携した活動など

の子育て支援を行ってきた。

[成果・課題]

地域住民の子どもたちへの関心は向上しており、子どもの安全・安心な居場所を確保す

る「子ども教室」の開設が進み、特に 12市町では全小学校区で開設するなど、子どもを

地域で育む環境づくりが浸透した。また、学校安全ボランティア（スクールガード）の登

録者数は、小学校数や児童数が減少する中、一定の数を確保するなど、地域ぐるみで子ど

もの安全を守る取組が進んだ。一方で、学校支援地域本部や子ども教室における市町ごと

の実施状況の差や、学校安全ボランティアの登録者の固定化、学校に対して地域が提供で

きる支援と学校のニーズとのミスマッチ、地域から学校への働きかけ等には課題がある。

[今後の方向性]

地域の子どもの教育に対する県民の意識をさらに高めるため、学校のニーズに対応した

幅広いボランティア等の確保や、地域が提供できる支援と学校のニーズをつなぐコーディ

ネーターの資質向上を図るとともに、地域の団体や住民相互の連携を図り、地域が主体と

なった学校地域連携を進める必要がある。また、通学路の安全確保のための見守り活動の

一層の推進と警察・道路管理者等と連携する必要がある。さらに、家庭の教育力を高める

ため、地域で子育てを支える環境づくりなど、地域における継続的な支援を行う必要があ

る。
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(11) 学校の組織力及び教職員の資質能力の向上

[これまでの取組]

優秀な管理職の養成や、学校運営・教育活動の中核的役割を担う主幹教諭の積極的な登

用・配置に努めた。また、すべての教職員が心身ともに健康で、子どもと向き合う時間を

確保し、教育活動の充実を図るため策定した「教職員の勤務時間適正化プラン」（平成 21

年３月策定）に基づき、超過勤務の要因となっている業務内容の分析やノー残業デー等の

改善活動の実施に取り組んだ。また、優秀な教員を確保するため、教員採用試験において

多面的な人物評価を行う面接を実施するとともに、教職員の経験年数や職責に応じた研修

等を通じて専門性の向上に努めた。

[成果・課題]

約 93％の公立学校に主幹教諭を配置し、学校の組織力の向上につながっている。また、

｢教職員の勤務時間適正化対策プラン」に基づく取組により、報告書作成や成績処理、休

日の自宅への持ち帰り業務の縮減等、一定の成果が見られたが、学習指導要領の改訂によ

る授業時数の増加に伴う授業準備や教材研究等の時間の増加により、課題の解消には至っ

ていない。また、緊急・重大な事案発生時の機動的かつ的確な対応や教育委員会との連携、

団塊世代の大量退職に伴う教員の確保、ＩＣＴ活用など教員の授業力の向上等が課題とな

っている。さらに、教員の体罰が全国的な課題となっており、体罰防止のための研修資料

｢Ｎｏ！体罰(改訂版)」を活用するなど、意識改革を徹底する必要がある。

[今後の方向性]

管理職のリーダーシップのもと、すべての教職員が協働した心の通い合う学校運営等よ

りよい学校づくりに取り組むとともに、様々な教育課題に組織的かつ機動的に対応する体

制の確立や、「教職員の勤務時間適正化新対策プラン」（平成 25年２月策定）に基づく校

務・業務の効率化・ＩＴ化や勤務環境の整備などのすべての学校での業務改善を促進する

必要がある。また、優秀な教員を確保するための教員採用試験の工夫・改善や、個々の教

員の授業力向上を図るための教員研修の充実、教員の体罰に係る未然防止研修の徹底や指

導の強化等に取り組む必要がある。
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(12) 社会教育・生涯学習の推進

[これまでの取組]

青少年、成人、高齢者等のライフステージにおける学習機会を充実するとともに、県民

一人一人が適切な学習機会を選択できるよう、学習情報の提供や学習相談の充実を図った。

また、県民交流広場事業等を通じた県民の自主的な活動を支援するとともに、美術館、博

物館等の社会教育施設を地域における学習の拠点、人づくり・まちづくりの拠点として整

備してきた。

[成果・課題]

学習に主体的に取り組み、目的をもって学ぶ県民や地域の活動に積極的に参加する県民

は一定の割合にあるが、県民のニーズや社会の要請を踏まえた学習機会の提供や、県民が

学んだことをいかすための継続的な支援に課題が見られる。

県立の社会教育施設では、各施設とも特色をいかした取組を行っており、来館者の満足

度が毎年約 90％と高い状況にあるが、入館者数に伸びが見られない施設が多いことから、

魅力ある展覧会の開催や効果的な広報等に一層の工夫が必要である。

[今後の方向性]

県民のニーズや社会の要請を踏まえた学習や実践活動の機会・情報を提供することによ

り、県民が積極的に学び、学習成果をいかして地域課題の解決に取り組む活動や実践活動

を通じて学び続ける活動を支援する必要がある。さらに、地域の課題と主体的に向き合い、

地域を支える人を育てるために、県民の学習や実践活動を支援する社会教育・生涯学習関

係職員の資質能力の向上に取り組む必要がある。

社会教育施設においては、県民のニーズを踏まえた魅力ある展覧会の開催に加え、複数

の施設が連携したミュージアムフェア、アウトリーチを含めた県内全体でのイベントや講

座、セミナー等学習機会を充実し、学校をはじめ関係機関・団体との連携等を図ることが

必要である。
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(13) スポーツの振興

[これまでの取組]

平成 18年に開催された「のじぎく兵庫国体」や「のじぎく兵庫大会」を契機として策

定した「兵庫県スポーツ振興行動プログラム」に基づき、県民だれもがそれぞれの年齢や

体力に応じて、「いつでも、どこでも、気軽に」スポーツを楽しむことができる環境を整

備するため、県内すべての小学校区で住民が主体となって運営している「スポーツクラブ

21 ひょうご」を支援し、その活動を通した地域の活性化を図るとともに、障害者スポー

ツの振興を図り、スポーツを通して障害者の社会参加と障害への理解を促進してきた。

[成果・課題]

県民の健康への意識の向上とともに週１回以上の運動・スポーツの実施率が向上すると

ともに、ジュニアスポーツ教室やゴールデンエイジプロジェクトなどジュニア世代からの

一貫指導体制の強化等により国内外で活躍する本県スポーツ選手が増加した。その一方で、

50 歳代以上の運動・スポーツ実施率や県民誰もが気軽に楽しむことができるスポーツ環

境の整備には依然、課題があるほか、障害のある人の多様なスポーツ活動に参加する機会

の充実が求められている。

[今後の方向性]

平成 24年 12月に策定した「兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、県民一人一人が健康

で、いきいきと暮らす社会「スポーツ立県ひょうご」の実現をめざして、「スポーツクラ

ブ 21ひょうご」など身近なスポーツ環境の整備等により、スポーツ実施者の増加等に取

り組む必要がある。また、2020年（平成 32年）の東京オリンピック・パラリンピック開

催に向け、兵庫県体育協会等、競技スポーツ関係団体との連携のもと、長期的展望に立っ

た一貫指導体制を推進し、競技力を一層向上させ、国内外で活躍する選手を数多く育成す

る必要がある。さらに、障害者スポーツ大会の開催支援による大会開催数の確保等に努め、

障害のある人のスポーツ参加機会の拡充に取り組む必要がある。
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(12) 社会教育・生涯学習の推進

[これまでの取組]

青少年、成人、高齢者等のライフステージにおける学習機会を充実するとともに、県民

一人一人が適切な学習機会を選択できるよう、学習情報の提供や学習相談の充実を図った。

また、県民交流広場事業等を通じた県民の自主的な活動を支援するとともに、美術館、博

物館等の社会教育施設を地域における学習の拠点、人づくり・まちづくりの拠点として整

備してきた。

[成果・課題]

学習に主体的に取り組み、目的をもって学ぶ県民や地域の活動に積極的に参加する県民

は一定の割合にあるが、県民のニーズや社会の要請を踏まえた学習機会の提供や、県民が

学んだことをいかすための継続的な支援に課題が見られる。

県立の社会教育施設では、各施設とも特色をいかした取組を行っており、来館者の満足

度が毎年約 90％と高い状況にあるが、入館者数に伸びが見られない施設が多いことから、

魅力ある展覧会の開催や効果的な広報等に一層の工夫が必要である。

[今後の方向性]

県民のニーズや社会の要請を踏まえた学習や実践活動の機会・情報を提供することによ

り、県民が積極的に学び、学習成果をいかして地域課題の解決に取り組む活動や実践活動

を通じて学び続ける活動を支援する必要がある。さらに、地域の課題と主体的に向き合い、

地域を支える人を育てるために、県民の学習や実践活動を支援する社会教育・生涯学習関

係職員の資質能力の向上に取り組む必要がある。

社会教育施設においては、県民のニーズを踏まえた魅力ある展覧会の開催に加え、複数

の施設が連携したミュージアムフェア、アウトリーチを含めた県内全体でのイベントや講

座、セミナー等学習機会を充実し、学校をはじめ関係機関・団体との連携等を図ることが

必要である。
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(13) スポーツの振興

[これまでの取組]

平成 18年に開催された「のじぎく兵庫国体」や「のじぎく兵庫大会」を契機として策

定した「兵庫県スポーツ振興行動プログラム」に基づき、県民だれもがそれぞれの年齢や

体力に応じて、「いつでも、どこでも、気軽に」スポーツを楽しむことができる環境を整

備するため、県内すべての小学校区で住民が主体となって運営している「スポーツクラブ

21 ひょうご」を支援し、その活動を通した地域の活性化を図るとともに、障害者スポー

ツの振興を図り、スポーツを通して障害者の社会参加と障害への理解を促進してきた。

[成果・課題]

県民の健康への意識の向上とともに週１回以上の運動・スポーツの実施率が向上すると

ともに、ジュニアスポーツ教室やゴールデンエイジプロジェクトなどジュニア世代からの

一貫指導体制の強化等により国内外で活躍する本県スポーツ選手が増加した。その一方で、

50 歳代以上の運動・スポーツ実施率や県民誰もが気軽に楽しむことができるスポーツ環

境の整備には依然、課題があるほか、障害のある人の多様なスポーツ活動に参加する機会

の充実が求められている。

[今後の方向性]

平成 24年 12月に策定した「兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、県民一人一人が健康

で、いきいきと暮らす社会「スポーツ立県ひょうご」の実現をめざして、「スポーツクラ

ブ 21ひょうご」など身近なスポーツ環境の整備等により、スポーツ実施者の増加等に取

り組む必要がある。また、2020年（平成 32年）の東京オリンピック・パラリンピック開

催に向け、兵庫県体育協会等、競技スポーツ関係団体との連携のもと、長期的展望に立っ

た一貫指導体制を推進し、競技力を一層向上させ、国内外で活躍する選手を数多く育成す

る必要がある。さらに、障害者スポーツ大会の開催支援による大会開催数の確保等に努め、

障害のある人のスポーツ参加機会の拡充に取り組む必要がある。
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｢第 1部 教育をめぐる現状と課題」で述べた社会情勢の変化や、第１期プランに基づき、

｢元気兵庫へ こころ豊かな人づくり －県民すべてがかかわる兵庫の教育の実現－」を図

るため、本県がこれまで取り組んできた教育の成果と課題を踏まえ、本計画においてめざ

すべき兵庫の教育の基本理念を示す。

本県では、従来から、「こころ豊かな人づくり」を県民運動として推進し、県民が一体と

なって子どもたちを育む取組を進めてきた。第１期プランにおいても、阪神・淡路大震災

からの創造的復興の過程で進めてきたボランティアや助け合いなどの共生の心を育む取組

とともに、兵庫型「体験教育」の展開など、学校・家庭・地域が連携・協力した教育を継

承してきた。

この間、人口減少社会の到来や価値観の変化、グローバル化の進展等、教育を取り巻く

環境は変化している。変化の激しい時代にあっても、兵庫の子どもたちが、こころ豊かに

将来の夢や目標をもって、創造性やチャレンジ精神等を培い、自らの個性と可能性を伸ば

すことが重要である。その上で、自ら課題を見つけ、その解決策を考え、実行して、その

責任をとることができる自立した人間として、たくましく生き抜いていけるよう、子ども

たちの教育を進めていくことが重要である。このため、本計画の基本理念においては、新

たに「自立」を加え、「兵庫が育む こころ豊かで自立した人づくり」とした。

また、基本理念の副題「学び、育て、支えるひょうごの教育」については、第１期プラ

ンの副題「県民すべてがかかわる兵庫の教育の実現」における県民のかかわり方をより具

体的に示すため、子どもたちを含めすべての県民が生涯を通じて「学び」、保護者や教職員、

地域住民等、すべての県民が子どもたちを「育て」、すべての県民が子どもたちの学びや成

長を「支える」とした。

｢兵庫」は、豊かな自然、伝統・文化、そして、豊かな人と人とのつながりなど、世界に

誇るわたしたちのふるさとである。ここに掲げた基本理念は、ふるさと「兵庫」が育み、

創造していく、教育のめざす姿である。

１ 基本理念
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兵庫の教育のめざす、基本理念の実現に向けて、教育行政、学校はもとより、家庭や地

域等は、子どもたちの成長にかかわる当事者として、それぞれが責任と役割を自覚し、社

会全体で取り組まなければならない。これまで「こころ豊かな人づくり」を県民の「参画

と協働」のもと進めてきたことを引き継ぎ、県民すべてが教育に関わっていくことがこれ

からも不可欠である。また、教育行政、学校・社会教育施設等の教育機関、家庭、地域は

もとより、社会教育団体、青少年団体、その他の教育に携わる団体やＮＰＯ、ボランティ

ア、企業や民間事業者等が連携・協力しながら教育に取り組むことが求められる。

（１）教育行政

○ 教育行政は、兵庫の子どもたちの学力や道徳性、体力などの現状と課題を把握し、

適切かつ実効性のある対策を的確に遂行していく責任がある。その際、学校や教職員

等に必要な指導・助言を行うとともに、教職員が子どもたちに寄り添い、自信と誇り

をもって教育活動に専念できるよう支援を行う。

また、教育行政全体で、学校教育、社会教育・生涯学習等の振興を推進し、学校、

家庭、地域、関係機関などの教育の主体と連携・協力するとともに、各主体を支援す

る中で必要な施策を実施する。

○ 教育委員会は、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保するため、各教育委員

がその識見をいかし、合議により教育の基本方針や教育内容を審議するとともに、事

務局に対する適切なリーダーシップを発揮し、教育行政を推進する。

このため、学校等の視察や教職員等との意見交換の充実により教育現場の課題を把

握し、保護者、地域住民等の意向が十分に反映されるよう、教育行政の状況について

適切に評価を行う。

なお、教育委員会制度については、平成 25年12月に中央教育審議会から「今後の

地方教育行政の在り方について」答申がなされたところであり、今後、法改正等の動

向を踏まえ、適切に対応する。

○ 県と市町は、緊密な連携により一体となって、「学び、育て、支えるひょうごの教育」

に基づく施策を遂行する主体である。本計画を実効性あるものとするためには、県と

市町が、本計画の基本理念を学校現場の教職員と共有しながら、各取組を強化する必

要がある。県は、市町の自主性を尊重しつつ、各市町の教育現場の実情を踏まえ、本

計画の実現に向け適切な指導・助言や情報提供等を行い、現場の創意工夫を促す。

３ 各主体の責任と役割

教育行政は、兵庫の子どもたちの現状と課題を把握し、「学び、育て、支えるひょ

うごの教育」を実現するため、適切かつ実効性のある施策を遂行する。学校や教職員

等に必要な指導・助言を行い、教職員が教育活動に専念できるよう支援する。
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（２）学校（教員）等、教育機関

○ 学校は、子どもたちに知・徳・体の調和がとれた「生きる力」を育む場であり、子

どもたちが学習に意欲的に取り組み、培うべき力の基礎を習得し、子ども同士、子ど

もと教員が互いに厚い信頼関係と深い敬愛の念を深める中で、子どもたちの人格の完

成をめざした教育を行う。

その教育活動を担う教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に

励み、その職責を遂行するとともに、学校が子どもたちにとって安心して自己表現し、

他者と協働して学べる場となるよう努める。また、学校の組織の一員として、校長の

リーダーシップのもと一丸となって職務を遂行する。

○ 学校は、家庭や地域から寄せられる期待を真摯に受け止めるとともに、教育内容・

方法、環境がより豊かになるよう、保護者や地域住民に支えられていることを子ども

たちとも共有しながら、家庭や地域をはじめ多様な教育の主体と緊密に連携・協力し

て教育を行う。

○ 公民館、図書館等の社会教育施設は、地域住民に多様な学習の機会と場を提供する

地域の学習・文化活動の拠点である。社会教育指導者等は、地域課題や地域住民の学

習ニーズを把握するとともに、施設の機能・特性をいかし、ＮＰＯや社会教育団体な

ど教育の各主体との連携・協働を進め、地域住民の学習活動が円滑に行われるよう必

要な支援を行う。

（３）家庭（保護者）

○ 家庭は、教育について第一義的責任を有し、保護者が子どもたちに愛情を注ぎ、家

族の温かい雰囲気と深い信頼関係の中で互いが強い絆で結ばれていることを実感しな

がら、子どもたちの基本的な生活習慣の習得、自立心の育成、心身の調和のとれた発

達が促される場である。

○ 家庭での生活は、学校、地域、ひいては社会へと繋がっている。幼児期に、いわゆ

る「しつけ」としての基本的な生活習慣をはじめ、自立心や他人を思いやる心など集

団での生活の基本を身に付けることは、就学する準備として必要なことである。また、

就学後も、家庭での教育は学習習慣の確立や学習内容の定着に大きな役割を果たすも

のであり、子どもたちの各成長段階において、健全な心身の育成、集団や社会に適応

する規範意識の醸成、進路選択の支援など、保護者は学校と連携した教育を行う。

学校は、子どもたちの人格の完成をめざし、知・徳・体の調和のとれた「生きる力」

を育む教育を行う。教員は、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努める。

社会教育施設は、県民の学習の機会及び情報の提供など社会教育の振興に努める。

家庭（保護者）は、子どもたちの教育に第一義的責任を有し、基本的な生活習慣を

身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図る。
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（４）地域（地域住民）

○ 地域は、子どもたちにとって、家庭や学校と同じ大切な生活の場であり、多様な人

間関係や、社会の中での習慣や規範を学び、社会の一員として自覚を育む場である。

地域住民は、学校や家庭と相互に連携・協力し、ふるさと兵庫を担うとともに、日本

の未来や国際社会に貢献する人づくりを行う。

○ 地域住民は、子育てを行っている保護者に寄り添い、その不安や孤立感を和らげ、

学校教育の場に自身の経験や技能、学習成果を提供するなど、自らできる行動を積極

的に行う役割を担う。

子どもたちにとっての地域は、愛着を感じ、その一員としての自覚を育み、将来は

その地域の発展に尽くしたいという思い入れの生まれる場所、ふるさとである。ふる

さと兵庫を担う人づくりには、子どもたちに、地域の人々や伝統、文化、歴史に積極

的にかかわり、ふるさとについての理解を深め、その価値を継承する重要性を認識さ

せることが必要である。その上で、地域の課題解決に積極的に貢献する態度や、多様

な人々と協働して新たな文化や価値を創造する態度を育むことが必要である。

地域（地域住民）は、学校や家庭と連携・協力を進め、地域の将来の担い手である

子どもたちの教育に積極的にかかわる。

28

基本理念を実現するための基本方針を定め、それぞれについての基本的認識や方向性に

ついての考え方を示す。

変化の激しい時代を生きる子どもたちが、それぞれの個性や能力に応じてこれからの

社会を生き抜いていくためには、子どもたちが、自らの生き方を考える中で学びの意義

を認識し、生涯学び続ける姿勢を身に付けることが重要である。その上で、学びの原動

力や推進力となる夢や目標をもつこと、それを実現しようとする意欲・態度を身に付け

ること、様々な困難に直面しても状況を主体的かつ的確に判断し行動する力を身に付け

ることが不可欠である。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 社会的自立に向けたキャリア形成の支援

子どもたちが夢や目標を持ち、具体の計画を立て、それに向かって進んでいく力（キ

ャリアプランニング能力）をはじめ、自己理解・自己管理能力、コミュニケーション能

力や課題対応能力等、社会的自立に必要な能力を育成することが重要である。

このため、小・中・高それぞれの発達の段階に応じ、教育活動全体を通じた組織的・

系統的なキャリア教育9の充実に取り組む。その際、子どもたちが生涯を見据え、学ぶこ

とや働くこと、生きることの尊さを実感し、将来の生き方・働き方を考えるとともに、

社会とのつながりや社会における自らの役割を考えることができるよう支援する。

○ 兵庫型「体験教育」の推進

子どもたちが豊かな人間性や社会性を身に付け、自分の役割を果たす必要性を自覚し、

学ぶ意欲や成長する意欲が喚起されるためには、命を大切にする心や思いやりの心を養

うなど「心の教育」の充実を図るとともに、体験活動を通じて自ら感じさせ、気付かせ

ることが重要である。

このため、子どもたちの発達の段階に応じた体系的な兵庫型「体験教育」を推進し、

自然や社会、芸術文化に触れる「本物に出会う感動体験」や、地域の人々等とのかかわ

りを通した「絆に気付き、感謝する体験」、「ふるさと意識の醸成を図る体験」等に、県

民の参画と協働のもと取り組む。

○ グローバル化に対応した教育の推進

グローバル化が進行する社会において、子どもたちが、将来、国際社会で活躍できる

よう、語学力やコミュニケーション能力を育むことはもとより、主体性や創造性、チャ

レンジ精神、リーダーシップ、異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ

などを培うことが重要である。

このため、英語をはじめとする外国語教育の充実、国際交流や海外留学の促進等異文

化に直接触れる機会の充実を図るとともに、郷土の歴史や文化に触れる機会の充実を図

るなど、伝統と文化に関する教育を推進する。

9
キャリア教育： 一人一人の社会的･職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育のこと。

４ 基本方針

基本方針１ 自立して未来に挑戦する態度の育成
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子どもたちに、心身ともに健康で、幅広い知識と教養や豊かな情操と道徳心を身に付

けさせるため、確かな学力、豊かな心、健やかな体の「生きる力」をバランスよく育成

することが求められている。また、幼児教育から高等教育までの発達の段階に応じた学

びの充実を図り、子どもたちの個性や能力、可能性を最大限に伸長することが求められ

ている。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ ｢確かな学力」の育成

子どもたちに、基礎的・基本的な知識・技能と、それを活用する思考力・判断力・表

現力、主体的に学習に取り組む意欲・態度などの確かな学力を身に付けさせることが重

要である。

このため、全国学力・学習状況調査の結果等を踏まえた学力向上方策、各教科等にお

ける「ことばの力」の育成、科学技術の基礎となる理数教育、情報社会を主体的に生き

るための情報教育等に取り組む。

○ ｢豊かな心」の育成

子どもたちに、美しいものや自然に感動する感性、自他の生命の尊重、自尊感情、他

者への思いやり、家族を大切にする心、集団における役割と責任、規範意識、公共の精

神など、人間形成の基盤となる豊かな情操と道徳性を培い、これらに基づいて主体的に

判断し、適切に行動する力を育成することが重要である。

このため、子どもたちの発達の段階に応じた体系的な兵庫型「体験教育」に加え、心

の教育の基盤となる学校教育活動全体を通じた道徳教育、生命の尊厳を基盤に自他に対

する肯定的な態度と共生社会の実現に取り組む実践力を育成する人権教育、環境の保

全・再生に主体的に取り組む態度を育成する環境教育、阪神・淡路大震災の教訓を踏ま

えた「兵庫の防災教育」等に取り組む。

○ ｢健やかな体」の育成

子どもたちの心身の調和的発達を図るため、生涯を通じてスポーツに親しみ継続的に

運動ができる資質や能力を育成するとともに、健康で安全な生活を送るための基礎を培

うことが重要である。

このため、全国体力・運動能力等調査の結果等を踏まえた体力・運動能力の向上、望

ましい食習慣の形成を図る食育、心身の健康課題に適切に対応する健康教育、交通安全

や防犯など学校の安全に関する教育等に取り組む。

○ 幼児期の教育の充実

幼児期における教育は、子どもたちの生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なもの

であり、子どもたちに豊かな心情や物事に自ら取り組もうとする意欲、健全な生活を営

むために必要な態度、基本的生活習慣等を育成することが重要である。

このため、認定こども園、幼稚園、保育所における子どもの心身の調和のとれた発達

や生活・学びの連続性を踏まえた幼児一人一人の特性に応じた教育・保育、保・幼・小

連携の推進、家庭・地域との連携による子育て支援と一体となった家庭教育への支援等

に取り組む。

基本方針２ 「生きる力」を育む教育の推進
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○ 特別支援教育の充実

特別支援学校及び特別支援学級のみならず、通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ等

を含めた特別な支援が必要な子どもたちの能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会

参加するために必要な力を培うことが重要である。

このため、インクルーシブ教育システム構築を見据えた障害のある子ども一人一人の

教育的ニーズに対応した「兵庫県特別支援教育第二次推進計画」（平成 25年度策定）に

基づき、個別の教育支援計画や個別の指導計画等の活用による早期からの一貫した支援、

共に学ぶことで豊かな人間性を育む交流及び共同学習、特別支援学校における系統的な

キャリア教育による自立と社会参加の促進等に取り組む。

○ 私学教育の振興

私立学校は、建学の精神に基づく独自の教育方針により、多様化するニーズに応じた

特色ある教育を提供し、本県の公教育の一翼を担っており、また、専修学校・各種学校

は、実践的な職業教育・技術教育等を行う教育機関として重要な役割を果たしている。

このため、私立学校と公立学校が協調するとともに、互いに競い合い、切磋琢磨する

環境をつくり、私立学校の多様な個性や能力を伸ばす教育の充実等に向けた経常費補助

や授業料軽減等の助成のほか、専修学校・各種学校に対しては、産業界や地域と連携し

た職業・技術教育や生涯学習機能の充実のための助成等に取り組む。

○ 高等教育の推進

高等教育機関においては、高度な専門性や国際競争力のある研究水準の確保、地域社

会との連携強化など多様化するニーズへの対応が求められている。

このため、伝統と強みをいかした個性・特色豊かな県立大学づくりを推進するととも

に、各大学・短大等が行う教育・研究の質的向上、学生支援、地域への貢献等の取組を

促進するため、県内外の大学・短大等の連携・交流の促進等に取り組む。
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学校、家庭、地域は、それぞれが子どもたちの成長にかかわる当事者として、責任と

役割を果たし、互いに連携・協力して、子どもたちの教育に取り組む必要がある。また、

教育行政は、学校、家庭、地域における教育が、効果的に実施され、円滑に連携協力が

なされるよう、総合的な施策の実施が求められる。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 学校の組織力及び教職員の資質能力の向上

子どもの状況の変化や、保護者や社会からの要請が多様化・高度化する中で、学校の

組織力を向上させ、緊急・重大な事案等に教職員が一丸となって機動的かつ的確に対応

するとともに、地域に信頼される開かれた学校づくりを進めることが重要である。

このため、校長のリーダーシップのもと教職員一人一人の力を組織的かつ機動的にい

かしていく協働体制の確立、いじめや暴力行為等の問題行動の未然防止、早期発見、早

期対応等に取り組む。

また、教職員には、子どもたち一人一人の個性や能力、可能性を伸ばし、育てるとと

もに、様々な教育課題に適切に対応できるよう、資質向上に努め、心身の健康を保持す

ることが求められている。加えて、体罰の防止にも取り組む必要がある。

このため、授業力や多様な教育課題への対応力等教職員の資質と実践的指導力の向上、

メンタルヘルスの保持・増進等に取り組む。

○ 安全・安心な学習環境の整備

子どもたちが安心して学校生活を送るため、安全で質の高い学習環境の整備が重要で

ある。

このため、学校施設の耐震化やＩＣＴ環境の整備などの学習環境の整備・充実、様々

な困難や課題を抱える子どもたちに対する教育の機会を確保するための就学支援等に取

り組む。

○ 家庭の教育力の向上

家庭は、教育の原点であり、家族のふれあいの時間を確保し、基本的なしつけを行う

ことにより、人間関係の基礎を形成し道徳性の芽生えを培うことや、食生活を含め規則

正しい生活習慣を身に付けさせることが重要である。

このため、親が親として成長するための学びの機会の提供、関係機関の連携による地

域が家庭を支える体制づくりなど、家庭教育への支援に取り組む。

○ 地域全体で子どもを育てる環境づくりの推進

子どもたちが地域の中で多様な学びと交流による経験豊かな成長がかなえられるよう、

学校・家庭・地域が一体となって、地域全体で子どもたちの教育に取り組むことが重要

である。

このため、地域が主体的に学校運営に参画し、効果的な学校支援活動を行うことなど

地域ぐるみで子どもを育成する体制づくり、学校からの積極的な情報発信を踏まえた地

域と学校の緊密な連携等に取り組む。

基本方針３ 子どもたちの学びを支える仕組みの確立
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県民一人一人がその生涯を通じて、生きがいをもって、社会教育・生涯学習の場で様々

な学びの機会を得ることや、社会の一員として必要な学びに取り組み、自らが生きる地

域の課題を協働して解決していくことは、明るく豊かで活力に満ちた社会の形成に不可

欠なものである。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 生涯を通じた学びの機会・場の充実

県民一人一人が、その生涯を通じて、様々な学びの機会を得ることは、生きる喜びや

感動をもたらし、豊かな心を育むものである。また、現代的な課題について学び、課題

の解決に取り組むことは、豊かな社会の創造に寄与する。

このため、兵庫の歴史、芸術文化など豊かな資源をいかした多様な社会教育・生涯学

習基盤の整備を図る。また、社会人として必要な学習課題と県民の学習ニーズを踏まえ、

実践を通じて学び続ける学びの循環を可能とする学習機会の充実、学びと実践を一体化

させるための社会教育指導者・生涯学習支援者等高度な専門性を持った人づくり、広く

県民への学習情報の提供等に取り組む。

○ 文化財の保存・活用

本県は、多様な自然・風土のもと、それぞれの地域独自の多彩な歴史と文化を育んで

おり、そうした豊かな歴史文化遺産を保存し、後世に伝えるとともに、それらを活用す

ることにより、伝統の息づく新たな地域文化を創造することが重要である。

このため、地域住民の心の拠り所となる文化財の健全な保存、歴史文化遺産をいかし

た学びや地域づくりへの支援を通じて、歴史文化に根ざした地域の活性化等に取り組む。

○ ｢スポーツ立県ひょうご」の実現

すべての県民がスポーツを通じて楽しさや感動を分かち合い、ともに支えあう兵庫の

スポーツ文化を確立し、一人一人が健康で、いきいきと暮らす社会「スポーツ立県ひょ

うご」の実現が求められている。

このため、「スポーツクラブ 21ひょうご」等を通じた子どもから高齢者までの世代を

超えた交流を含む生涯スポーツの充実、ジュニア期からトップレベルまでの一貫した指

導体制による競技スポーツレベルの向上、障害者スポーツに関する環境の整備、大学や

企業、ＮＰＯ法人等と連携・協働した取組によるスポーツ環境の整備等に取り組む。

基本方針４ すべての県民が学ぶ生涯学習社会の形成
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